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国民健康保険特別会計

老人保健特別会計

（歳入）115億4,258万5千円

（歳入）66億7,702万3千円

（歳出）66億7,035万6千円

（歳出）115億3,091万2千円

国民健康保険税
32億3,241万7千円
（28％）

国民健康保険税
32億3,241万7千円
（28％）

国民健康保険税
32億3,241万7千円
（28％）

保険給付費
75億8,698万3千円
（65.8％）

保険給付費
75億8,698万3千円
（65.8％）

保険給付費
75億8,698万3千円
（65.8％）

医療諸費
66億7,035万6千円　（100％）
医療諸費
66億7,035万6千円　（100％）
医療諸費
66億7,035万6千円　（100％）

支払基金交付金
37億5,455万6千円
（56.2％）

支払基金交付金
37億5,455万6千円
（56.2％）

支払基金交付金
37億5,455万6千円
（56.2％）

国庫支出金
18億9,333万9千円
（28.4％）

国庫支出金
18億9,333万9千円
（28.4％）

国庫支出金
18億9,333万9千円
（28.4％）

老人保健拠出金
20億2,181万9千円
（17.5％）

老人保健拠出金
20億2,181万9千円
（17.5％）

老人保健拠出金
20億2,181万9千円
（17.5％）

その他
19億2,211万円
（16.7％）

その他
19億2,211万円
（16.7％）

その他
19億2,211万円
（16.7％）

療養給付費交付金
30億2,952万5千円
（26.2％）

療養給付費交付金
30億2,952万5千円
（26.2％）

療養給付費交付金
30億2,952万5千円
（26.2％）

国庫支出金
22億8,989万円
（19.8％）

国庫支出金
22億8,989万円
（19.8％）

国庫支出金
22億8,989万円
（19.8％）

繰入金
12億4,043万8千円（10.7％）
繰入金
12億4,043万8千円（10.7％）
繰入金
12億4,043万8千円（10.7％）

繰入金
5億4,000万円（8.1％）
繰入金
5億4,000万円（8.1％）
繰入金
5億4,000万円（8.1％）

都支出金
4億8,528万3千円（7.3％）
都支出金
4億8,528万3千円（7.3％）
都支出金
4億8,528万3千円（7.3％）

その他
384万5千円（0％）
その他
384万5千円（0％）
その他
384万5千円（0％）

その他
17億5,031万5千円（15.3％）
その他
17億5,031万5千円（15.3％）
その他
17億5,031万5千円（15.3％）

下水道事業特別会計

受託水道事業特別会計

（歳入）41億3,650万6千円

（歳入）2億6,486万5千円

（歳出）2億6,486万5千円

（歳出）41億3,650万6千円

使用料及び手数料
15億6,398万5千円（37.8％）
使用料及び手数料
15億6,398万5千円（37.8％）
使用料及び手数料
15億6,398万5千円（37.8％）

下水道費
11億6,791万2千円（28.2％）
下水道費
11億6,791万2千円（28.2％）
下水道費
11億6,791万2千円（28.2％）

受託水道事業費
2億6,486万5千円　（100％）
受託水道事業費
2億6,486万5千円　（100％）
受託水道事業費
2億6,486万5千円　（100％）

受託水道事業収入
2億6,486万5千円　（100％）
受託水道事業収入
2億6,486万5千円　（100％）
受託水道事業収入
2億6,486万5千円　（100％）

公債費
29億6,859万4千円（71.8％）
公債費
29億6,859万4千円（71.8％）
公債費
29億6,859万4千円（71.8％）

繰入金
12億6,988万6千円（30.7％）
繰入金
12億6,988万6千円（30.7％）
繰入金
12億6,988万6千円（30.7％）

市債
11億8,770万円（28.7％）
市債
11億8,770万円（28.7％）
市債
11億8,770万円（28.7％）

その他
1億1,493万4千円（2.8％）
その他
1億1,493万4千円（2.8％）
その他
1億1,493万4千円（2.8％）

介護保険特別会計
（歳入）49億7,573万3千円

（歳出）48億5,540万2千円

支払基金交付金
13億3,203万8千円
（26.8％）

支払基金交付金
13億3,203万8千円
（26.8％）

支払基金交付金
13億3,203万8千円
（26.8％）

保険給付費
42億471万4千円（86.6％）
保険給付費
42億471万4千円（86.6％）
保険給付費
42億471万4千円（86.6％）

その他
6億5,068万8千円
（13.4％）

その他
6億5,068万8千円
（13.4％）

その他
6億5,068万8千円
（13.4％）

保険料
11億4,429万1千円
（23.0％）

保険料
11億4,429万1千円
（23.0％）

保険料
11億4,429万1千円
（23.0％）

国庫支出金
8億7,686万5千円
（17.6％）

国庫支出金
8億7,686万5千円
（17.6％）

国庫支出金
8億7,686万5千円
（17.6％）

繰入金
8億1,952万1千円
（16.5％）

繰入金
8億1,952万1千円
（16.5％）

繰入金
8億1,952万1千円
（16.5％）

都支出金
6億6,322万9千円
（13.3％）

都支出金
6億6,322万9千円
（13.3％）

都支出金
6億6,322万9千円
（13.3％）

その他
1億3,978万9千円（2.8％）
その他
1億3,978万9千円（2.8％）
その他
1億3,978万9千円（2.8％）

市民
一人当たり現在高財　産

５７７,６９６.８７㎡土地(公園や施設の敷地など)
２０４,４４３.１３㎡建物(学校や公民館など)
１４１カ所工作物(防火貯水槽など)
５,５４７.５３㎡物権(地上権)

１５４円１,７５６万３千円出資による権利(出資金や出えん金)
７３７点物品(自動車や地域防災無線など)

４７０円５,３７４万８千円債権(施設借上敷金など)
３万７,０２６円４２億３,２０９万８千円基金(財政調整基金など)

市民
一人当たり残　高発行目的

１６万５,１７９円１８８億７,９９８万６千円下水道債
５万７,６１４円６５億８,５２２万５千円土木債
２万８,４９８円３２億５,７３４万３千円教育債
２万２,６０８円２５億８,４１３万円総務債
１万１,０５２円１２億６,３２８万６千円民生債
９,４２５円１０億７,７２７万５千円衛生債
１,６７５円１億９,１４１万９千円消防債

１１万３,１３０円１２９億３,０７２万９千円その他（減税補てん債、
臨時財政対策債など）

４０万９,１８１円４６７億６,９３９万３千円合計

４２万９,２７９円４８９億９,０９８万２千円（参考）
１８年度末残高

総務費
９８万円行財政体質改革事業

１億４,４８０万円医療制度改革に伴うシステム開発・改修
５６８万円河童のクゥと夏休み上映支援事業

民生費
６,４５０万円学童保育所整備事業

農林業費
３,０００万円魅力ある都市農業育成対策事業

商工費
３５０万円新たな産業のあり方調査事業

土木費
３,６８９万円一般道路工事

１億７４１万円道路補装補修工事
１,２９０万円道路排水施設整備工事
４,００２万円市道改修工事
６１０万円市道2244号線用地購入
９９６万円落合川整備事業に伴う橋架替工事負担金

７億８,３７６万円都市計画道路整備
１,５０３万円駅東口第二土地区画整理事業

消防費
１,６５９万円消防ポンプ自動車更新(１台)
２０１万円消防団第１分団詰所建替設計

教育費
２億８５７万円小学校施設管理(大規模改修工事等)
２,２６６万円中学校施設管理(プール改修工事等)
３,９０５万円図書館資料の購入
３２７万円郷土資料室の整備
６,８９４万円南町運動広場設置工事
２８５万円テニスコート改修工事

１億２,３０２万円スポーツセンター管理運営委託
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納納納納納納納納納納税税税税税税税税税税ににににににににににごごごごごごごごごご協協協協協協協協協協力力力力力力力力力力をををををををををを納 税 に ご 協 力 を
　１２月２５日（木）は、固定資産税・都市計画税第

３期、国民健康保険税第６期、後期高齢者医療保

険料第６期の納期限です。最寄りの金融機関・郵

便局でお納めください。

　詳しくは納税課�４７０・７７２９へ。　

19年度に実施した主な事業19年度に実施した主な事業 市有財産の状況市有財産の状況

市債借り入れの状況市債借り入れの状況

　１９年６月「地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律」の施行に伴い、財政指標（実質赤字比率、

連結実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比

率、資金不足比率）の作成および公表が義務付け

られました。１９年度の決算に基づき、各比率を算

定したので公表します。詳細は、市ホームページ

をご覧ください。

　詳しくは財政課�４７０・７７０６へ。

１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１９９９９９９９９９９９９９９９９９９９９９年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度１９年度財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全化化化化化化化化化化化化化化化化化化化化化判判判判判判判判判判判判判判判判判判判判判断断断断断断断断断断断断断断断断断断断断断比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等財政健全化判断比率等
ををををををををををををををををををををを公公公公公公公公公公公公公公公公公公公公公表表表表表表表表表表表表表表表表表表表表表しししししししししししししししししししししままままままままままままままままままままますすすすすすすすすすすすすすすすすすすすす　　　　　　　　を公表します

１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１１９９９９９９９９９９９９９９９９９９９９９年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年年度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度度１９年度財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財財政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政政健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健健全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全全化化化化化化化化化化化化化化化化化化化化化判判判判判判判判判判判判判判判判判判判判判断断断断断断断断断断断断断断断断断断断断断比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比比率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率率等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等等財政健全化判断比率等
ををををををををををををををををををををを公公公公公公公公公公公公公公公公公公公公公表表表表表表表表表表表表表表表表表表表表表しししししししししししししししししししししままままままままままままままままままままますすすすすすすすすすすすすすすすすすすすす　　　　　　　　を公表します

　下水道事業特別会計が対象で、事業規模に
対する資金不足額（不良債務）の割合で、経
営状況を指標化したものです。今年度は、資
金不足額がないため、資金不足比率は「－
（数値なし）」となっています。

表２　資金不足比率（単位：％）

資金不足比率

－
東久留米市比率
（下水道事業会計）

20.0経営健全化基準
（1）実質赤字比率

　一般会計等（普通会計）が対象で、

標準財政規模に対する歳入総額から

歳出総額を差し引いた額の割合で、赤

字を判断する指標です。今年度は、実

質赤字額がないため実質赤字比率は

「－（数値なし）」となっています。

（2）連結実質赤字比率

　実質赤字比率が一般会計のみに対

して、全会計対象で赤字を判断する指

標です。今年度は、全ての会計におい

て実質赤字額がなく、連結実質赤字比

率は「－（数値なし）」となっていま

す。

（3）実質公債費比率

　一般会計等、公営事業会計および

一部事務組合等が対象で、標準財政

規模に対する、交付税算入された元

利償還金および充当特定財源等を控

除した後の地方債元利償還等（準元

利償還）の割合（３年平均）です。

（4）将来負担比率

　一般会計等、公営事業会計、一部

事務組合および公社・第三セクター

が対象で、標準財政規模に対する一

般会計が、将来負担すべき実質的な

負債の割合です。

（単位：％）表１　健全化判断比率
（4）将来
負担比率

（3）実質
公債費比率

（2）連結実質
赤字比率

（1）実質
赤字比率

82.17.1－－東久留米市比率

350.025.017.4712.47早期健全化基準

－35.040.020.0財政再生基準

※標準財政規模：202億9,429万9千円（臨時財政対策債発行可能額10億
1,228万4千円を含む）

早期健全化基準
　健全化判断比率（表１参
照）のいずれかが早期健全
化基準以上の場合は、基準
を下回る財政健全化計画を
策定し、議会の議決を経て
住民に公表および都知事に
報告しなければなりません。

財政再生基準
　健全化判断比率（表１参照。将
来負担比率を除く）のいずれかが
財政再生基準以上の場合は、早期
健全化基準を下回る財政再生計画
を策定し、議会の議決を経て住民
に公表および総務大臣に報告（都
知事経由）しなければなりません。

経営健全化基準
　資金不足比率（表２参照）
が経営健全化基準以上の場
合は、経営健全化計画を策
定し、議会の議決を経て住
民に公表および都知事に報
告しなければなりません。

特別会計は、効率的な運営やその経理を明確にする
ために、一般会計から独立させたもので、市では国
民健康保険、老人保健、介護保険、下水道事業、受
託水道事業の５つの会計を設けています。
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